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【韓国】海洋における権益保護及び安全に係る法整備 
海外立法情報課 藤原 夏人 

 

＊2016 年末から 2017 年前半にかけて、海洋の権益保護及び安全に係る複数の法律が制定

又は改正された。「領海及び接続水域法」等の 5 つの法律について紹介する。 

 

 

1 背景 

 韓国は 1996 年に国連海洋法条約（以下「海洋法条約」）を批准し、国内法にも海洋法条

約の内容が反映された。しかし、条約の内容の全てが国内法に反映されたわけではなかっ

た。大韓民国憲法は、条約は国内法と同様の効力を有すると規定している（第 6 条第 1 項）

ため、条約の内容を別途、国内法で包括的に規定する必要はないとされる。しかし、近年、

東シナ海の海洋権益をめぐって周辺国との対立が表面化してきていることから、海洋法条

約の内容を積極的に国内法に反映させ、海洋権益を対外的に一層強く主張するための法改

正が行われることになった。また、外国漁船の違法操業や海賊被害への対策を強化する必

要も生じていたことから、これらへの立法措置も講じられた。  

2 領海及び接続水域法（改正） 

韓国の「領海法」（1977 年 12 月制定）は、海洋法条約批准に当たり、同条約で規定する

「接続水域」に係る条項を新設する法改正（1995 年 12 月）が行われ、「領海及び接続水域

法」に題名変更された。2017 年 3 月 21 日、「接続水域」に係る海洋法条約の内容を包括的

に反映させる法改正が行われ、「大韓民国の領海及び接続水域に関連してこの法律に規定

のない事項に関しては、憲法の規定により締結・公布された条約又は一般的に承認された

国際法による」と明示された（同日施行）。  

3 排他的経済水域法（改正） 

 海洋法条約で規定する 200 海里の排他的経済水域（以下「EEZ」）に係る国内法を整備す

るため、1996 年 8 月、「排他的経済水域法」（以下「EEZ 法」）が制定されたが、海洋法条

約に大陸棚関連規定があり、別途の立法措置は必要ないとの判断から、大陸棚関連規定は

盛り込まれなかった。しかし、国内法に明示的な規定がないために、海洋権益保護に係る

国家意思を疑われかねないという懸念が生じたことや、既に日本及び中国においては大陸

棚関連規定を盛り込んだ EEZ 関連法（日本の「排他的経済水域及び大陸棚に関する法律」

（平成 8（1996）年法律第 74 号）及び中国の「排他的経済水域及び大陸棚法」（1998 年制

定））が整備されていることを踏まえ、2017 年 3 月 21 日、韓国の EEZ 法にも大陸棚関連

規定を盛り込むための法改正が行われた（同日施行）。  

今回の法改正により、法律の題名が「排他的経済水域及び大陸棚に関する法律」に変更

され、海洋法条約の規定に基づいた韓国の大陸棚の範囲、権利等に係る条項が新設された。 

4 海洋警備法（改正） 

この法律は、外国漁船の違法操業や海上テロ等に効果的に対処し、海上の安全保障を確

保することを目的として、2012 年 2 月に制定された法律である。2017 年 4 月 18 日、違法
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操業船の取締りを強化するための法改正が行われた（同年 10 月 19 日施行）。  

今回の法改正により、共用火器（2 人以上の人員で操作する艦砲等の火器）の使用条件

に、「船舶等が 3 回以上停船又は移動の命令に従わず、警備勢力に集団で危害を及ぼし、又

は危害を及ぼそうとする場合」が加えられ、違法操業船の集団的抵抗に対して共用火器が

使用できる根拠規定が新設された。  

 また、これまでは正当な事由なく臨検を拒否、妨害又は忌避した者は、300 万ウォン（1

ウォンは約 0.1 円（平成 29 年 6 月分報告省令レート））以下の過料に処するとされていた

が、1 年以下の懲役又は 1 千万ウォン以下の罰金に改められた。  

5 排他的経済水域における外国人漁業等に対する主権的権利の行使に関する法律（改正） 

 この法律は EEZ 内における外国人の漁業活動を規制するため、EEZ 法と同じく 1996 年

8 月に制定された。2012 年 5 月、違法操業対策の強化を目的とした法改正により、EEZ 内

の違法操業等に対する罰金の上限引上げ（1 億ウォンから 2 億ウォンへ）、違法操業船の漁

具・漁獲物等を没収できる条項の追加等が行われた。さらに 2016 年 12 月 27 日、違法操業

対策を一層強化するための法改正が行われた（同日施行）。  

 今回の法改正により、違法操業の中でも悪質な、無許可操業及び特定禁止区域（漁業資

源の保護等のために大統領令で定められた区域）内での操業に対し、罰金の上限が更に引

き上げられ、3 億ウォンとされた。また、これらの外国人違法操業で、自国の操業許可も

得ていなかったものについて、漁具・漁獲物等を没収することが義務化された。  

6 国際航海船舶等に対する海賊行為被害予防に関する法律（制定） 

 2016 年 12 月 27 日、韓国の領海外における海賊対策を目的とした「国際航海船舶等に対

する海賊行為被害予防に関する法律」が制定され、海賊対策に民間警備会社及び民間武装

警備員を活用するための根拠規定等が整備された（2017 年 12 月 28 日施行）。  

同法は第 1 章（総則）、第 2 章（海賊行為被害予防総合対策の策定等）、第 3 章（海賊行

為被害予防のための措置）、第 4 章（海上特殊警備業）、第 5 章（海上特殊警備業務の遂行

等）、第 6 章（補則）、第 7 章（罰則）の全 7 章（本則 47 か条及び附則）から成る。  

同法の制定により、①海洋水産部（部は省に相当）長官による「海賊行為被害予防総合

対策」の策定・実施、②海上特殊警備業の許可要件、③海上特殊警備員の乗船、武器使用

等に係る事項が規定された。  
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